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持続可能な社会とプログラムマネジメント 

～自身のキャリアを振り返りながら～ 
 

日本工業大学大学院技術経営研究科 

中村 明 
  

１．  荒廃するアメリカ（America in 

Ruins）からの教示 

 社会に出て 10 年ほど、橋梁のエンジ

ニアとして仕事をしていた。もともと

都市計画、特に防災計画に関心があり、

その手段となる技術を学びたく土木

工学を専攻した。土木工学は、英語で

は シビ ル エ ンジ ニ ア リン グ （ Civil 

Engineering）であり、ミリタリィエン

ジニアリング（Military Engineering）

に対峙する市民社会のための工学、学

問という点に魅力を感じた。筆者が社

会に出た 1980 年代前半は、人口ボーナ

スを背景とした戦後の高度経済成長

期を経て、一億総中流といわれる社会

の安定期に入いった時期であった。国

内には重厚長大なインフラプロジェ

クトがまだまだ多くあったが、国土の

基礎と骨格をつくる段階から、豊かで

ゆとりある社会を目指す新しい時代

へと変化する時期にあった。戦後から

1990 年代前半ごろまでの日本は、イン

フラに限らず社会に必要な“モノ”を

次から次へとつくりあげていくモノ

づくりに重きが置かれた時代であっ

たのではないかと思う。 

 1989 年に橋梁の専門誌で紹介され

た”Spanning the 21st Century ―世

界的な橋の再建計画  ―“という報文

を読んだことが、モノづくりの発想か

ら社会づくりの発想へと自身の思考

を大きく転換する契機となった。当時

アメリカでは 1981 年に発刊されたパ

ット・チョート、スーザン・ウォルタ

ーによる“荒廃するアメリカ（America 

in ruins）”が話題になっていたが、こ

の報文はその実情を鮮明に伝えるも

のだった。ニューヨーク市の交通局の

橋梁技術者がニューヨーク市長に提

出したもので、ニューヨーク市のイー

ストリバーに架かる 2000 橋あまりの

橋の劣化の惨状を指摘するものであ

った。建設後に適切な維持管理をしな

いまま放置された歴史的橋梁が次々

と通行止めになる状況はアメリカの

みならず世界に衝撃を与えた。アメリ

カでは、19 世紀後半より近代的インフ

ラ整備が開始され、1930 年代のニュー

ディール政策により大量の道路・橋梁

などが整備された。そういった施設が

1980 年代に建造 50 年を迎え、それ以

前に建設されたものも含め、多くのイ

ンフラの老朽化問題が顕在化するこ

とになった。アメリカ全土で、道路の

陥没、舗装の劣化、橋梁の崩落事故や

部材の劣化（錆、疲労、コンクリート

片の落下など）の問題が頻発した。こ

の報文では、ニューヨーク市内の橋梁

の現状を調査・分析した上で次のよう

に問題点を指摘している。 

 

ⅰ ニューヨーク市の橋梁は、（通行

料がないため）維持管理・補修の

ための特定財源をもたない。 

ⅱ  職員不足により、最も必要性の 

高い補修にしか注意を払うことが
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できない。 

ⅲ  予防的メンテナンスが、ほとん 

ど行われていない。 

ⅳ  橋梁の再建に必要な十分な資金

が確保されていない。 

ⅴ 行政上の制約により、橋梁工事の

速やかな契約行為や必要な技師を

集めたりすることができない。 

ⅵ  橋梁計画が市の職階制の中で明

白な地位を持っていない。 

ⅶ  ニューヨーク市における多くの

橋梁の施工および維持の責任分担

に関する市、州および鉄道の間で

の管轄権の問題がある。 

  

ここで指摘されているのは、構造物

を設計・施工する技術だけでは、構造

物の健全な運営維持はできないとい

う点である。設計や施工の専門技術に

加え、点検、維持管理、補修といった

構造物を運営維持するための技術や

仕組み、持続的に資金を作りだす仕組

み、必要な権限を付与された組織と人

員体制の構築、タイムリーに必要な措

置を取るための行政の機能などの一

連の関連要素からなる統合的システ

ムの構築が、構造物を所定の目的通り

社会の資産として機能させ、かつ想定

した寿命の間、使い切るということを

完結するには必要であることを示し

ている。当時、長大橋梁の構造設計に

関わっていた筆者にとって、マンハッ

タンの橋梁群は学ぶべき技術が集約

された存在であり、かつ構造美にも優

れた、憧れのモノづくりの目標であっ

た。橋梁技術者はどうしても調査、計

画、設計、建設までのつくる過程を重

視しがちだが、最終的な目的は、“つく

ること”ではなく、“使うこと”、さら

にはそれにより“豊かな社会生活を実

現すること”にあり、その目的達成に

必要な全体のシステムが不可欠であ

るという点にこの報文より気づかさ

れた。この報文を読んでまもなく、途

上国開発のための国際協力の世界に

飛び込むことになったが、この気づき

をきっかけとして、社会システムをど

う考え、どのようにつくるのか、とい

う点が自身の中心的関心となってい

った。 

 

２．  開発援助の現場 

 1993 年に JICA に入り、3 年ほど調

査業務に従事した後、フィリピンに駐

在する機会を得た。1996 年 5 月に現地

に赴任したが、赴任直後にパンガシナ

ン州で日本の無償資金協力により建

設されていた灌漑施設が完成検査直

前に台風による洪水により大きく損

傷したとの連絡を受け、国家灌漑庁

（ NIA ： National Irrigation 

Administration）に派遣されていた農

業土木分野の JICA 専門家とともに急

遽現地に向かうことになった。 

現場は、1990 年 7 月のバギオ地震に

より発生した崩落土砂がもともとの

河床の上に 20m 程度堆積した扇頂部に

あった。河川を横断する遮水壁を堆積

層に設け、地中に溜まった伏流水を取

水する灌漑用取水堰であったが、洪水

により表層に堆積していた土砂が流

出するとともに、両護岸を大きく浸食

したことにより、取水堰、河床の床固

め、護岸、水路などに大きな損傷が発

生した。本件については、新たな調査

を行い、日本より追加の無償資金協力

を実施することにより、当初の設計を

大幅に補強する施設として再建され
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た。この事業からの学びは調査段階か

ら運営維持段階まで多岐にわたるが、

一番大きい点は今回のような不安定

な河川に施設をつくる場合、どんなに

構造的に頑強に建設したとしても、竣

工後の維持管理がなくては施設を維

持することはできないということで

あった。当初の設計にも課題があり、

その点に関する技術的改善を図った

上で、変化する河川とつきあい、維持

管理していくための仕組みと、そのた

めに必要な能力や意識の育成のため

に、国家灌漑庁の関係者や農民の代表

などとのワークショップを何度も重

ねた。この現場には、結局計 10 回以上

訪問することになったが、必要な条件

を満たし、目的を達成するためにどの

ような視野を持ち、どのような範囲で

物事を考えなければならないか、とい

う点について多くを考えさせられる

経験となった。 

その後、フィリピン在任中、多くの

灌漑プロジェクトに関わった。途上国

では天水に依存した農業が多く、安定

した農業生産の実現のため、多くの開

発援助機関が灌漑施設建設の支援を

行っていたが、成功例が少ないという

現実を途上国の開発の現場で目の当

たりにした。個々の事情により、様々

な問題が発生するが、灌漑施設建設部

分だけでは成功例とならない要因に

は、次のようなものがある。 

 

✓援助機関側が灌漑施設の基幹部 

分を整備したとしても、個々の農

家が自分の農地までの末端水路を

整備できない、あるいは整備しな

い。 

 ✓農民の灌漑施設の効用に対する

理解が不足している。 

✓整備した後の施設の維持管理が 

十分にできない。 

✓農民に水管理技術がない。 

✓水管理を行うための水利組合や 

その運営のために仕組みができて

いない。 

✓運営維持管理に必要な水利費な 

どの徴収が上手くできない。 

 ✓水源が井戸のような場合、ポンプ

アップのための電気量が高くな

り支払いができない。 

 

 さらに、上記が満たされ、灌漑シス

テムが機能したとしても、農業生産を

向上させるためにはまだまだ課題が

ある。例えば、 

 

 ✓優良種子の確保やその土地の条

件に適した品種改良 

 ✓土壌改良や施肥技術 

 ✓病害虫対策 

 ✓収穫後の生産物をロスすること

なく消費地まで届けるポストハ

ーベスト施設や物流 

 

などである。1990 年代のフィリピンで

は、収穫後のロスだけでも 2～5 割ある

といわれていた。主食である稲作の収

量が年間 1000 万トン前後で、不足する

150～200 万トンが輸入されていた。当

時の稲作の単位収量は近隣国より少

ない約 2.9 トン/ha であり、農業生産

性の向上はフィリピンの重要課題の

一つであったが、輸入している約 2 割

の不足分の確保であれば、灌漑施設の

建設よりも収穫後ロスの削減の方が

費用対効果は高いかもしれない。灌漑

施設をつくること自体が目的である
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ことはなく、農業生産性の向上、生産

量の増加、農家収入の向上などの本来

的目的が必ずある。これらの目的の達

成には、農業全体を俯瞰することが必

須であること、そして開発成果をあげ

るには、灌漑施設建設という単独のプ

ロジェクトの発想では限界があると

いうことが数々のプロジェクトの実

施に関わった経験からの学びであっ

た。 

 

３．  プロジェクトアプローチから

プログラムアプローチへ 

 2003 年に P2M の存在を知り、JICA の

事業マネジメント強化につなげられ

ないかとの思いで、JICA 内の何人かの

有志で P2M 研究を開始した。JICA では

1994 年から技術協力のプロジェクト

に 日 本 で 開 発 さ れ た PCM（ Project 

Cycle Management）手法を適用するよ

うになった。PCM 手法は、もとも米国

国際開発庁（ USAID）や国連開発計画

（UNDP）などが使用していたロジカル

フレームワークをベースとしている。

参加型でのプロジェクトの計画作成、

その結果に基づくモニタリング、評価

を行うツールとしては使いやすく、優

れた面がある一方、プロジェクトの

日々のマネジメントやプロジェクト

より上位の目標達成に向けたマネジ

メント知識を提供するものではなく、

そのあたりについて組織内で問題意

識をもつ職員は少なくなかった。 

1950 年代に日本の ODA は、専門家

派遣、研修員受け入れ、機材供与、無

償資金協力、有償資金協力など、援助

スキーム別に要請を受け付け、国内で

の審査の後、採択された案件を実施す

るという方式にて開始された。その後、

1970 年代後半から 1980 年代にかけて、

援助の質の向上の観点より、単純にス

キーム単位で援助を検討する形態か

ら、各国の状況を踏まえ相手国におけ

る優先的開発課題や開発計画を分析

し、当該国に必要な支援内容を戦略的

に検討する地域別・国別のアプローチ

の必要性が認識されるようになった。

こういった総合的アプローチの重要

性の認識を背景に、1980 年代より開発

課題の解決に向けて、資金協力と技術

協力の多様なモダリティを総合的に

組み合わせて支援を行うプログラム

アプローチの必要性が議論されるよ

うになった。1990 年代後半より、相手

国側の要請の確認のために毎年実施

する技術協力及び無償資金協力の要

望調査にプログラムの概念が取り入

れられるようになり、個々の案件のプ

ログラム（上位の目標）における位置

づけが議論されるようになった。その

後、2000 年代前半より JICA 内でプロ

グラムとしての実施計画の作成、プロ

グラム評価の試行的実施、プログラム

の事業マネジメント手法の検討など

が行われようになっていった。外務省

も 2010 年 6 月に発表した“開かれた

国益の増進（ODA のあり方に関する検

討 最終とりまとめ）”において、プロ

グラムアプローチの強化を謡ってい

る。現在外務省では、原則としてすべ

ての ODA 対象国に対し国別開発協力方

針(旧国別援助方針)を作成し、5 年を

目安に更新することにしており、その

中で各国に対する援助方針を示すと

ともに、当該国の重点分野、その分野

における開発課題、さらにそれを解決

するための協力プログラムと具体的

なプロジェクト群、投入要素を事業展
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開計画としてまとめ、和文・英文にて

ホームページ上で公表している。現時

点でも日本国内での個々の案件の審

査と採択は、プロジェクトや投入の単

位で行われているものの、一連の取組

によって、現地の関係者による ODA タ

スクフォースでの議論、相手国との対

話、日本国内での検討などがプログラ

ムレベルで行われるようになり、プロ

グラムアプローチは着実に実践的手

続きも含め、強化された。開発課題の

構造は、多義性があり、複雑性を有す

る。開発課題の解決には、解決に必要

となる要素をつなぎ合わせてシステ

ムとして完成することが必要な場合

が多い。その構成は、インフラのよう

に物理的な要素、制度のような非物理

的要素、人間の知識や意識、人間同士

の関係性が関わる要素などからなり、

それが統合的につながり機能する状

態がシステムの完成となると筆者は

考えている。この使命の達成には、従

来の QCDS(Quality、Cost、Delivery、

Scope)に重きを置く個々のプロジェ

クト単位のマネジメントだけでは困

難であり、全体をつなぎ合わせてシス

テムを機能させるための統合活動か

らなるプログラム単位でのマネジメ

ントが不可欠であるというのが、前述

のフィリピンなどでの事例も含め、途

上国の開発現場での経験を通じて切

実に感じた認識であった。 

 

４．  SDGs に託されるもの 

 2015 年 9 月の国連持続可能な開発サ

ミットにて、“我々の世界を変革する：

持続可能な開発のための 2030 アジェ

ンダ（Transforming our world: the 

2030 Agenda for Sustainable 

Development）”が採択され、その中で

SDGs が明記された。SDGs は 2012 年 6

月の国連持続可能な開発会議（リオ＋

20）の場でその作成が国際社会にて合

意され、その後 3 年間をかけて市民社

会を含む多様なステークホルダーの

参加によるオープン・ワーキング・グ

ループでの議論を経て取りまとめら

れた。SDGs は、2030 年を目標年とする

17 のゴール、169 のターゲットからな

る世界共通の目標である。2030 アジェ

ンダの序文では、通底する理念として

“誰一人取り残さない（No one will 

be left behind）”が掲げられ、包摂性

が重視されている。また、 People(人

間)、Planet(地球)、Prosperity(繁栄)、

Peace(平和 )、 Partnership(パートナ

ーシップ)の５つの P をキーワードと

して取り上げ、人間を中心に置きつつ

も地球を持続しながら豊かさを追求

し、人間自らが持続性を破壊する戦争

のない平和な世界を国際社会のメン

バーの参加と協働により実行してい

くという SDGs の全体の枠組が提示さ

れている。 

この議論の出発点となる概念は、

1987 年にブルントラント委員会がま

とめた“我ら共有の未来（Our Common 

Future）”の中で提示された“持続可能

な開発”であろう。本報告書で定義さ

れた持続可能な開発とは、「将来世代

のニーズを損ねることなく、現在の世

代のニーズを満たす」ことであり、有

限である地球の持続性と人類の経済

社会活動の持続性の両立、さらに世代

間及び世代内の公平性の確保が不可

欠であることを世に示したものであ

る。スウェーデン人の高校生であり、

気候変動活動家のグレタ・トゥンベリ
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ーさんは、未来を守るために今すぐに

アクションを取ることを世界の為政

者に求めているが、まさに SDGs、持続

可能な開発の概念につながる行動の

実践者である。2018 年の 8 月にスウェ

ーデンの国会議事堂前でたった一人

でスタートした運動は、あっという間

に世界の若者に広がり、2019 年 9 月の

国連気候行動サミットでは、150 か国

400 万人の運動になった。このように

持続可能な開発に向けた活動は、世代

を超え、国際社会の一員、一人ひとり

の意識に委ねられるものになってい

る。 

世界は、約 200 余りの国や地域から

なる構成要素が相互作用するシステ

ムのように動いている。世界全体を統

治する政府は存在しないアナーキー

（無政府）の状態であり、持続可能な

世界の実現にはグローバルレベルを

統治するためのグローバル・ガバナン

スが必要である。戦後のレジームの中

で生まれた数々のグローバル・ガバナ

ンスのための枠組みが、近年、上手く

機能しなくなってきている。貿易摩擦、

軍事的緊張、暴力的過激主義、新冷戦

と呼ばれる覇権国の対立、自国第一主

義や権威主義の台頭など、国際社会に

おけるリベラルな民主主義は後退し

ている。本来、グローバル・ガバナン

スの中心になるべき国連なども大国

による主導権争いの場になっている

嫌いを否めない。その中で未来の世界

に向けた国際社会共通の目標となる

SDGs が多様なステークホルダー参加

型で作成され、国連加盟国全会一致で

採択に至ったことは大きな成果では

ないかと思う。SDGs を未来の羅針盤と

して、世界が結束し、世界市民一人ひ

とりが責任ある行動をとることはグ

ローバル・ガバナンスのための大きな

推進力になっていくはずである。多義

性、複雑性のある課題にソリューショ

ンを与えることは、プログラムという

枠組みの中心的目的であり、その実行

を最適化し、確実に意図した成果を導

くための活動がプログラムマネジメ

ントであると筆者は考える。合意から

5 年が経過し、SDGs の理解は拡大し、

多くの企業、組織、個人が具体的行動

に参加しつつある。その実現の手段と

してプログラムマネジメントが応用

可能な範囲は広がっている。 

 

５．  COVID-19 とこれからの世界 

 COVID-19 は国際社会に何をもたら

したのであろうか、そして今後の世界

はどのように変化していくのか、本稿

の最後にその問いについて考えてみ

たい。 

 中国武漢市でアウトブレークした

COVID-19 は、中国国内のみならず、短

期間の間に国境を越えて海外に拡大

し、世界のほとんどの国・地域で蔓延

するに至った。各国による移動制限や

入出国規制などの対策にもかかわら

ず、未だにその勢いは衰えず、収束の

目処はたっていない。新型コロナは若

い年代を中心に無症状者もいう一方

で、感染力が高く、重症化して死に至

る可能性のある感染症であり、有効な

治療薬の開発、十分な量のワクチンの

確保、集団免疫の形成などが実現する

までは、この災禍と付き合い、ダメー

ジの最小化を図る努力の継続が必要

となろう。 

日本でもかつて感染症は主要な死

亡原因であったが、第 2 次世界大戦
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後の保健医療・公衆衛生面の取り組

みの成果などにより激減し、近年の

日本においては死に至る感染症のリ

スクを強く意識されることは少なく

なった。しかしながら、一歩海外に

出ると感染症はまだまだ主要な死亡

原因であり、そのリスクの存在を意

識せざるを得ない国・地域は少なく

ない。3 大感染症と呼ばれるマラリ

ア、結核、エイズは、以前に比べ大

幅に減少したとはいえ、現在でもそ

れぞれ年間で約 43 万人、約 170 万

人、約 77 万人が死亡（2016 年時点）

している。その他、デング熱、エボ

ラ出血熱、ジカ熱、はしか、日本脳

炎、ポリオ、狂犬病、赤痢、腸チフ

ス、コレラ、肝炎など、根絶できて

いない感染症は数多くあり、低所得

国などの死因のトップ 10 のうち、半

数は感染系の疾病が占めている。こ

のように感染症は、歴史的、そして

現代においても、人の命と生活に密

接に関わっている。COVID-19 は国際

社会に改めて、感染症の脅威を知ら

しめるとともに、経済活動、社会生

活、政治、国際関係などに大きな影

響を与えることも明らかとなり、図

らずも国際社会が同時に感染症と共

存する社会のあり方を模索し、世界

システムの中での国家のあり方を再

考する機会をもたらしている。同時

に、COVID-19 から命を守るというミ

ッションは、感染を拡げない非接触

のための技術の進化・革新につなが

っている。緊急的に拡大したテレワ

ークやそのツールとなるオンライン

システムは、逆に戦略的手段となり

新しいビジネスやライフスタイルを

創出し始めている。日本政府は来年

度デジタル庁を設置することを決

め、デジタル技術の戦略的活用によ

るデジタルトランスフォーメーショ

ン（DX）の実現を加速化させようと

している。このように COVID-19 は、

結果として社会に大きな変革を起こ

す推進力となっている。 

デ ジ タ ル 技 術 の 進 展 は 、 リ ア ル  

空間とサイバー空間の両方を使うこ

とを可能にし、社会に存在する課題解

決のための選択肢を広げることが期

待される。途上国などでも今までなか

なか進展しなかった開発問題の解決

のための取り組みが、一足飛び (リー

プフロッグ )に進展する事例も出てき

ている。国連では、新型コロナの影響

による SDGs への取り組みの停滞を懸

念する向きもあるが、今次新型コロナ

に関連して発生した課題や現象は、多

くの点で SDGs とも重なる。今回の災禍

で発生した様々な課題を乗り越えた

先にあるニューノーマル（新常態）は、

人類共通の目標の前進にもつながっ

ていくのではないかと思う。そのミッ

ションの推進に、多義性、複雑性の高

い課題に解決のシナリオを与え、成果

達成までの実践のプロセスを経て、統

合的価値を導く上でプログラムマネ

ジメントは有効性を発揮するはずで

ある。プログラムマネジメントの実践

者が、現在の社会の情勢と変化に向き

合い、持続可能な社会の実現に向け、

さらなる実践知の蓄積と体系化の努

力を継続していくことが望まれる。 

    （2020 年 12 月 13 日受領）

 


